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右
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一 

 



 

政
府
は
、
鉄
鋼
産
業
に
対
す
る
政
策
的
支
援
措
置
を
早
急
に
講
ず
べ
き
で
あ
る
と
考
え
る
。
つ
い
て
は
、
以
下

の
質
問
に
つ
き
見
解
を
明
ら
か
に
さ
れ
た
い
。 

一 

鉄
鋼
業
の
危
機
克
服
に
対
す
る
財
政
・
金
融
・
税
制
・
雇
用
対
策
等
の
支
援
措
置
に
つ
い
て
、
ど
の
よ
う
な

対
策
を
検
討
、
実
施
さ
れ
る
の
か
。 

二 

一
年
間
に
五
割
近
い
極
端
な
円
高
は
、
自
助
努
力
の
限
界
を
超
え
る
も
の
で
あ
り
ま
す
。
間
接
輸
出
の
減 

 

少
、
国
内
需
要
の
大
幅
減
に
加
え
、
低
価
格
輸
入
鋼
材
の
増
大
に
よ
り
需
給
不
均
衡
が
拡
大
し
、
鋼
材
市
況
の

低
落
等
を
背
景
と
し
て
、
生
産
と
操
業
率
を
低
下
さ
せ
、
そ
の
結
果
昭
和
六
十
一
年
度
は
大
手
五
社
計
で
実
質 

戦
後
日
本
の
経
済
を
支
え
て
き
た
基
幹
産
業
で
あ
る
我
が
国
の
鉄
鋼
産
業
は
、
構
造
不
況
に
加
え
て
急
激
な
円

高
の
た
め
に
今
や
存
亡
の
危
機
に
立
た
さ
れ
て
お
り
ま
す
。 
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三 

 



 

四 

鉄
鋼
の
世
界
的
供
給
過
剰
の
中
、
一
部
中
進
国
に
よ
る
需
給
実
態
を
無
視
し
た
安
値
輸
出
は
、
市
況
低
迷
に

苦
吟
す
る
先
進
国
、
中
進
国
双
方
の
鉄
鋼
産
業
に
と
つ
て
不
幸
な
事
態
と
思
わ
れ
る
。
か
か
る
事
態
の
打
開
を

図
る
た
め
、
世
界
鉄
鋼
市
場
の
安
定
化
に
向
け
た
国
際
的
働
き
か
け
を
要
請
す
る
も
の
で
あ
り
ま
す
が
、
取
組

み
姿
勢
と
見
解
を
明
ら
か
に
さ
れ
た
い
。 

五 

生
産
設
備
・
機
械
の
減
価
償
却
期
間
の
短
縮
化
要
望
に
つ
い
て
は
、
い
ま
だ
に
明
確
な
方
向
性
が
打
ち
出
さ 

三 

電
力
コ
ス
ト
の
低
減
化
を
図
る
た
め
当
面
電
気
料
金
の
需
給
調
整
契
約
制
度
の
拡
充
を
図
る
と
と
も
に
、
電

力
需
要
の
負
荷
率
改
善
に
資
す
る
季
時
制
料
金
制
度
に
つ
い
て
、
現
在
政
府
部
内
で
検
討
さ
れ
て
い
る
が
、
そ

の
実
施
時
期
も
含
め
た
見
通
し
を
明
ら
か
に
さ
れ
た
い
。 

三
千
八
百
億
円
に
も
及
ぶ
赤
字
が
発
生
す
る
見
通
し
と
な
つ
て
い
る
。
こ
の
よ
う
な
鉄
鋼
産
業
の
経
営
環
境
を

改
善
す
る
た
め
、
円
高
是
正
と
内
需
拡
大
へ
の
積
極
的
な
取
組
み
が
必
要
で
あ
り
ま
す
。 

こ
の
点
に
つ
い
て
の
政
府
の
今
後
の
対
策
と
見
通
し
を
伺
い
た
い
。 

四 

 



 

 

五 

れ
て
い
な
い
が
、
政
府
の
対
処
方
針
を
明
ら
か
に
さ
れ
た
い
。 

六 

政
府
・
自
由
民
主
党
内
の
一
部
で｢

森
林
・
河
川
緊
急
整
備
税｣

構
想
が
打
ち
出
さ
れ
て
い
る
が
、
深
刻
な
経

営
危
機
に
直
面
し
て
い
る
基
礎
素
材
型
産
業
へ
の
新
規
課
税
に
よ
つ
て
賄
う
と
い
う
本
構
想
は
問
題
が
あ
り
す

ぎ
る
。
撤
回
を
強
く
求
め
る
も
の
で
あ
り
ま
す
が
、
政
府
の
見
解
を
求
め
る
。 

七 

「
特
定
産
業
構
造
改
善
臨
時
措
置
法
」
は
昭
和
六
十
三
年
六
月
末
ま
で
に
廃
止
さ
れ
る
こ
と
と
な
つ
て
い
る
。 

同
法
の
拡
充
、
延
長
が
必
要
と
考
え
る
が
政
府
の
見
解
は
如
何
か
。 

八 

鉄
鋼
の
工
場
所
在
地
域
に
対
す
る
公
共
事
業
の
重
点
配
分
や
成
長
産
業
の
企
業
誘
致
な
ど
に
よ
り
雇
用
機
会

の
創
出
を
図
り
失
業
を
防
止
す
る
等
行
政
面
か
ら
の
対
策
強
化
策
が
必
要
と
思
わ
れ
る
が
、
政
府
の
対
処
方
針

は
如
何
か
。 

右
質
問
す
る
。 


